
2023/05/25 10:45:29 / 22948194_株式会社ブイ・テクノロジー_招集通知

表紙

事業報告の会社の体制及び方針

連結計算書類の連結株主資本等変動計算書

連結計算書類の連結注記表

計算書類の株主資本等変動計算書

計算書類の個別注記表

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付請求を
いただきました株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に関わらず、株主の皆様に電子提供

措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第26回定時株主総会資料
【電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項】

株式会社ブイ・テクノロジー
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会社の体制及び方針

会社の体制及び方針
１. 業務の適正を確保するための体制
　当社は、2015年４月27日開催の取締役会において、業務の適正を確保するための体
制の整備に関する基本方針（「内部統制システム構築に関する基本方針」）を一部改定す
る決議をいたしました。
改定後の当該基本方針の内容は次のとおりであります。

⑴ 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役、使用人が法令、定款を遵守し、社会倫理を尊重するため、コンプライアンス
基本規程を整備し、社内に周知徹底、コンプライアンス意識の醸成を図る。
担当部門は、問題の有無を調査し、取締役会に報告する。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役及び使用人の職務執行に係る文書については、取締役会に定めるものの他、文
書管理に関する規程を整備し、その保存媒体に応じて閲覧、保管、廃棄等の体制を構築
する。また、稟議規程により、申請、決裁等の意思決定の具体的な手続きを定める。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　社内各規程遵守によりリスクの未然防止に努めると共に、リスクの発生に備え、その
種類に応じた基本的な対応策を定め、損失発生の最小限化に努める。また、損失の程度
に応じたディスクロージャー体制を整備する。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア. 取締役会の定時開催のみならず、適宜臨時に開催し、取締役、監査役間での情報の共
有化、迅速かつ透明性のある意思決定に努める。

イ. 営業会議等の開催により取締役、監査役、使用人間での情報や問題意識の共有化を進
める。

ウ. 職務権限、組織、業務分掌の社内各規程を整備し、取締役、使用人の職務、権限を明
確にし、適切、効率的かつ透明性のある意思決定に努める。

⑸ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア. 企業集団としての体制
　関係会社の統括責任者の設置など関係会社管理の体制を整備し、関係会社の的確な
管理を通じて、当社グループの円滑な運営に努める。

イ. 子会社の取締役及び業務を執行する社員等の職務の執行に係る事項の当社への報告に
関する体制
　子会社は、当社との間で定めた営業成績、財務・経理、人事その他の経営上の重要
事項を関係会社の統括責任者を通じて本社へ定期的に報告する。
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会社の体制及び方針

ウ. 子会社の損失の危険の管理に対する体制
　当社危機管理基本規程に、子会社も含めて当社グループ全体のリスク管理体制を定
めると共に各子会社はその体制整備に努める。

エ. 子会社の取締役等の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、経営の重要事項等を適時各子会社へ伝え、情報の共有化を図ることにより
子会社の取締役の執行が効率的に行われるように努める。

オ. 子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
　グループ全体の行動規範、グループコンプライアンス基本規程を整備すると共に、
関係会社の統括責任者及び本社監査室が内部監査を実施する。

⑹ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制及びその実効性を確保する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関す
る体制
ア. 監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置き、当該使用人の処遇
は、監査役会の意見を尊重したうえで行うものとし、当該使用人の取締役からの独立
性を確保するものとする。

イ. 監査役の職務を補助すべき使用人は、他部署の使用人を兼務せず、監査役の指揮命令
に従うものとする。

⑺ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア. 監査役は、会計監査人、当社及び子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者
から報告を受けた者から随時報告を受け、意見交換を行い、監査の実効性を確保する
ものとする。

イ. 当社グループの取締役、監査役及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項
について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

⑻ 監査役へ報告した者が不利な取り扱いを受けないようにする体制
　グループコンプライアンス基本規程に、通報者保護に関する事項を定め、当社グルー
プに周知徹底する。

⑼ 監査役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の
執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針
　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費
用の請求をする際は、総務部において受理し速やかに当該費用又は債務を処理する。



2023/05/25 10:45:29 / 22948194_株式会社ブイ・テクノロジー_招集通知

会社の体制及び方針

２. 内部統制システムの運用状況の概要について
　当社グループは業務の適正を確保するための体制について、「内部統制システム構築
に関する基本方針」に基づき、内部統制システムの整備に努めると共に、その運用状況
の把握を行い必要により改善を図っております。また、グループ全体としてその周知徹
底に努めております。その主な運用状況は以下のとおりであります。

⑴ 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　コンプライアンス基本規程をイントラに掲示し周知徹底を図ると共に、各子会社にお
いては、この規程の内容と同等の規程を作成するか、もしくは翻訳させて使用させてお
ります。また、安全保障輸出管理規程及び安全衛生委員会規約に基づき、安全保障輸出
に関する教育を海外子会社も含めて実施すると共に、安全衛生委員会を毎月１回開催し
ております。
　更に、内部監査室及び関係会社管理室が監査を実施し、グループ全体の状況の把握に
努めております。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役及び使用人の職務執行に係る文書については、文書管理規程に従い取扱うと共
に、総務部が保管を行うことを定め管理しております。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　危機管理基本規程に基づき、リスクの未然防止に努めると共に、リスク発生に対して
は総務部がグループ全体の情報収集を行うこととし、早期に親会社及び子会社間の情報
の共有化を図り、損失の最小限化に努めております。またリスクが発生した場合には迅
速に情報開示できるように、ＩＲグループを社長室所属としております。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は12回の定時開催と、４回の臨時取締役会を開催し、迅速な意思決定を行う
と共に、取締役会には監査役も出席して、情報の共有化及び透明性のある意思決定を図
っております。また、毎月営業会議、管理会議、研究開発会議を開催し取締役、監査
役、使用人の間で、情報や問題意識の共有化及び課題対応の方針の明確化に努めており
ます。更に職務権限規程及び組織・業務管理規程を組織変更時に速やかに見直し、業務
に支障が起きないように努めております。
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⑸ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　内部監査室が当会社企業集団の財務報告に係る内部統制の有効性評価を行い、業務の
適正を確保しております。また、関係会社管理室が、グループ子会社に対して円滑な運
営が実施できるように指導を行うと共に、各子会社は経営上の重要事項等については毎
月１回開催される取締役会において議論を行い、関係会社管理室も参加して問題解決に
努めております。更に子会社の役員等が毎月本社取締役会及び営業会議に参加すると共
に、子会社の運営状況等重要事項の報告をして、グループ全体としての認識の共有化に
努めております。

⑹ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制及びその実効性を確保する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関す
る体制
　該当する状況は無く、使用人は置いておりません。

⑺ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役に求められた報告者は、迅速にその報告を行うと共に、必要により随時報告及
び意見交換を行っております。

⑻ 監査役へ報告した者が不利な取り扱いを受けないようにする体制
　コンプライアンス通報規程に通報者保護に関する事項を定めて、イントラに掲示し周
知徹底すると共に、監査役監査基準に通報者が不利な取り扱いを受けないことが確保さ
れているかを確認することを定めております。

⑼ 監査役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の
執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針
　監査役の海外子会社等への往査の業務実施に必要な出張経費を、総務部において迅速
に処理しております。

３. 反社会的勢力排除、対応に関する基本方針
　当社は、企業行動指針で、違法行為や反社会的行為に係わらないよう良識ある行動に
努め、反社会的な勢力とは関係を持たず、毅然とした態度で臨む旨を規定して、日常の
企業行動の基本としております。
　また、「神奈川県企業防衛対策協議会」(神企防)に加盟し、定期的に開催される会合
に出席し、情報の収集及び意見の交換等を行い、会員企業と相互連携を図っておりま
す。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当連結会計年度期首残高 2,847 2,503 30,113 △1,916 33,548
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 △1,176 △1,176
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 260 260

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 1 1
そ の 他 1 1
株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － － △914 0 △913
当連結会計年度末残高 2,847 2,503 29,198 △1,915 32,635

その他の包括利益累計額 非 支 配
株 主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証券評

価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 79 546 626 365 34,540
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 △1,176
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 260

自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 1
そ の 他 1
株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額） 52 290 342 △84 257

当連結会計年度変動額合計 52 290 342 △84 △655
当連結会計年度末残高 131 837 969 280 33,884

連結株主資本等変動計算書

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 22社
・主要な連結子会社の名称 V Technology Korea Co.,Ltd.

V-TEC Co.,Ltd.
Kunshan V Technology Co.,Ltd.
VETON TECH LIMITED
オー・エイチ・ティー株式会社
株式会社ブイ・イー・ティー
株式会社ナノシステムソリューションズ

② 連結の範囲の変更に関する事項
　当連結会計年度より、株式会社イーエフイー及びジャパンクリエイト株式会社を株式取
得により子会社化したため、連結の範囲に含めております。

⑵ 持分法の適用に関する事項
　　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 4社
・持分法適用の関連会社の名称 株式会社日本生産技術研究所

Zhejiang Chip Sunshine Equipment Technology Co.,Ltd.
Xianyang CHVT New Display Technology Co., Ltd.
ネクスファイ・テクノロジー株式会社

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の内、Kunshan V Technology Co.,Ltd.、OHT (SHANGHAI) 

Incorporation.、OUTSTANDING HIGH TECHNOLOGIES Inc.、VETON 
TECH(SHANGHAI) Co.,LTD.、V-Technology (SHANGHAI) Human Resource 
Management CO.,LTD.、V Investment China Co., Ltd.、V-Tech Shining Color 
Technology (Kunshan) Co., Ltd.、Imec Agricultural Technology(Suzhou) Co.Ltd.の
決算日は12月31日のため、３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用して
おります。
　その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

ロ. 棚卸資産
商品及び製品､仕掛品……………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
原材料及び貯蔵品……………当社及び連結子会社は、原材料は月別総平均法による原

価法を、貯蔵品は最終仕入原価法を採用しております。
なお、貸借対照表価額についてはいずれも収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券………………市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

ハ. デリバティブ…………………時価法
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産…………………当社及び連結子会社は、建物並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
を、機械装置、工具器具備品については定率法を採用し
ております。
（主な耐用年数）
建物及び構築物　　　３年～45年
機械装置　　　　　　５年～８年
工具器具備品　　　　２年～18年

ロ. 無形固定資産…………………当社及び連結子会社は、定額法を採用しております。
また、特許権については８年間、のれんについては２年
～５年間で均等償却をしております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金……………………売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

ロ. 賞与引当金……………………当社及び連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の
支出に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会
計年度の負担額を計上しております。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

ハ. 製品保証引当金………………製品販売後のアフターサービス費用の支出（当社の瑕疵
に基づく無償サービス費を含む）に備えるため、アフタ
ーサービス費用の支出実績を勘案した支出見込額を計上
しております。

ニ. 受注損失引当金………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年
度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失金額
を合理的に見積ることが可能なものについて、翌連結会
計年度以降に発生が見込まれる損失額を計上していま
す。

ホ. 株式給付引当金………………株式給付規程に基づく役員及び従業員への当社株式の給
付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債
務の見込額に基づき計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（改正企業会計基準第29号　2020年
３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用
指針」(企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日。以下「収益認識適用指針」とい
う。）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額を収益として認識することとしておりま
す。
　当社グループは、主として、ＦＰＤ・半導体製造装置、検査装置等の製品の販売を行っ
ておりますが、顧客への引渡の際に据付を要しない製品の国内取引については出荷時から
当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため出荷時に収益を認
識し、海外取引については船積完了時に収益を認識しています。また、顧客への引渡の際
に据付を要する製品については据付完了時に収益を認識しております。また、当社グルー
プの製品に対する有償修理・保守・移設等の役務提供を行っておりますが、役務提供につ
いては、履行義務が一時点で充足される場合には役務提供完了時点において、一定期間に
わたり充足される場合には役務提供期間にわたり定額、又は進捗度に応じて収益を認識し
ております。

⑤ 退職給付に係る負債の計上基準
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社の資産・負債は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益・費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は、
純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

⑦ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リ

スクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場
合には振当処理を採用しております。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段
為替予約
ヘッジ対象
外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

ハ. ヘッジ方針……………………当社の内規である「デリバティブ管理規程」に基づき､
為替変動リスクをヘッジしております。

ニ. ヘッジ有効性評価の方法……ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累
計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動
の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評
価しております。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の外
貨建金銭債務又は外貨建予定取引に関する重要な条件が
同一である場合には、ヘッジ有効性の評価を省略してお
ります。

２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月
17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時
価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用
指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる連結
計算書類に与える影響はありません。

3．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　613百万円
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　有形固定資産の減価償却累計額 4,086百万円

場所 用途 種類

山形県 事業用資産 機械装置及び工具器具備品等

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項
①　算出方法
　繰延税金資産は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積り
による回収可能性を判断し、将来税負担を軽減することができる範囲内で計上をしており
ます。
②　主要な仮定
　繰延税金資産の回収可能性に用いられる将来の課税所得の見積りは、予算計画を基礎と
しており、売上高をその主要な仮定としております。
③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、主要な仮定であ
る売上高の前提について、経済環境の変化等の影響を受けた場合、翌連結会計年度の連結
計算書類において繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与える可能性がありま
す。

4. 連結貸借対照表に関する注記

5.   連結損益計算書に関する注記
⑴  国庫補助金　　297百万円
　国庫補助金は、研究開発施設の建設に係る立地促進事業補助金であります。

⑵  持分変動利益　489百万円
　持分変動利益は、当社の持分法適用関連会社であるZhejiang Chip Sunshine Equipment 
Technology Co.,Ltd.の持分変動によるものであります。

⑶  減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。
当連結会計年度（自　2022年４月１日  至　2023年３月31日）

　当社グループは、原則として他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・フロ
ーを生み出す最小の単位によって資産をグルーピングしております。
　株式会社ブイ・イー・ティーにおいて、有機ＥＬディスプレイ(ＯＬＥＤ)用の次世代蒸着マ
スクの開発、生産を行っておりますが、当初の計画に対する生産技術の確立、量産化の遅れ等
により、機械装置等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（888百万
円）として特別損失へ計上しております。
　なお、回収可能価額については、使用価値により測定しておりますが、見積期間内の割引前
将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額を零として評
価しています。
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普通株式 10,057,600株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 588 60.00 2022年３月31日 2022年６月29日

2022年11月10日
取 締 役 会 普通株式 588 60.00 2022年９月30日 2022年12月５日

計 － 1,176 － － －

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 　294 　30.00 2023年３月31日 2023年６月28日

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

（注）１．2022年6月28日定時株主総会の決議による配当金の総額には、信託財産として株式会
　　　　　社カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金７百万円が含まれて
　　　　　おります。
　　　２．2022年11月10日取締役会の決議による配当金の総額には、信託財産として株式会社
　　　　　日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金7百万円が含まれ
　　　　　ております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの
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7. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金調達は主に銀行からの借入により、資金運用は安全性の高い預金

等により運用しております。デリバティブは、為替及び金利の変動リスクのヘッジに限定
しており、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。また、外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。
営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが６ヶ月以内の支

払期日であります。一部海外生産に伴う外貨建債務については、為替の変動リスクに晒さ
れておりますが、先物為替予約及び直物為替を利用してヘッジしております。

借入金は、主に運転資金及び企業買収資金に係る資金調達を目的としたものであり、借
入期間は1年以内と１年超と混在しております。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的
とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とし
た金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ
ッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１.連結計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項⑦重要なヘッジ会
計の方法」をご参照ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、担当部署が販売管理規程に従い、取引相手ごとに期日及
び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図
っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行
っております。

ロ. 市場リスク（為替及び金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスク
に対して、原則として先物為替予約及び直物為替を利用してヘッジしております。ま
た、当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、借入金の一部に金
利スワップを利用しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引の基本方針や範囲、運用管理体制等
を定めた社内規定に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。



2023/05/25 10:45:29 / 22948194_株式会社ブイ・テクノロジー_招集通知

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

連結貸借対照表
計上額（＊１） 時価（＊１） 差額

①受取手形及び売掛金（＊２） 21,988 21,988 －

②投資有価証券

その他有価証券 667 667 －
③１年内返済予定の長期借入金
　及び長期借入金

(17,623) (17,583) △40

デリバティブ取引 － － －

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持
などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の
とおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額2百万円）は、
「投資有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。支払手形
及び買掛金、電子記録債務においても、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価
額と近似していることから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊２）受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券

株式 533 － － 533
債券 － 120 － 120
その他 － 13 － 13

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
受取手形及び売掛金 － 21,988 － 21,988
１年内返済予定の長期
借入金及び長期借入金

－ 17,583 － 17,583

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）



2023/05/25 10:45:29 / 22948194_株式会社ブイ・テクノロジー_招集通知

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

報告セグメント
その他
（注）

合計

FPD装置
事業

半導体・
フォトマス
ク装置事業

計

製品 25,663 7,843 33,507 － 33,507
その他・サービス　等 7,263 1,418 8,682 956 9,638
顧客との契約から生じる収益 32,927 9,262 42,189 956 43,146
その他の収益 － － － － －
外部顧客への売上高 32,927 9,262 42,189 956 43,146

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
受取手形及び売掛金
　ほとんどが１年以内に決済されますが、その一部に契約条件等により１年を超える
ものが含まれております。このため一定期間ごとに分類し、その期間に見合う国債の
利回り等適切な指標により割り引いた現在価値に信用リスクを加味して時価を算定し
ており、レベル2の時価に分類しております。
１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
　時価については、残存期間における元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル2の時価に分
類しております。
デリバティブ取引
　組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品は、複合金融商
品全体を時価評価し、投資有価証券に含めて記載しております。なお、当該複合金融
商品全体の時価については、取引先金融機関から掲示された価格等によっており、レ
ベル2の時価に分類しております。

8.　収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、OLED照明・
農業事業等です。
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　当連結会計年度（期首）
　　（2022年4月1日）

　　当連結会計年度（期末）
　　（2023年３月31日）

顧客との契約から生じた債権
　受取手形及び売掛金 19,537 22,408
　電子記録債権 246 103
契約負債
　前受金 8,334 8,221

（2）収益を理解するための基礎となる情報
①契約及び履行義務に関する情報
　当社グループは、主として、ＦＰＤ・半導体製造装置、検査装置等の製品の販売を行って
おります。また、当社グループの製品に対する有償修理・保守・移設等の役務提供を行って
おります。
②取引価格の算定に関する情報
　当社グループは、取引価格の算定にあたって、顧客との契約において、重要な変動対価、
及び金融要素を含まないことから、原則、契約時に合意された価格をもって取引価格として
おります。
③履行義務への配分額の算定に関する情報
　当社グループは、取引価格の履行義務への配分額の算定にあたって、基本的に１つの契約
に含まれる履行義務は単一の履行義務であり、取引価格の履行義務への配分は行っておりま
せん。
④履行義務の充足時点に関する情報
　当社グループは、顧客への引渡の際に据付を要しない製品については出荷時点、顧客への
引渡の際に据付を要する製品については、顧客との契約に基づき履行義務を識別し、履行義
務を充足した時点を「据付完了」とし、その時点をもって収益を認識しております。また、
役務提供については、履行義務が一時点で充足される場合には役務提供完了時点において、
一定期間にわたり充足される場合には役務提供期間にわたり定額、又は進捗度に応じて収益
を認識しております。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高は以下のとおりであります。

（単位：百万円)

　なお、当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれ
ていた額は、6,354百万円です。
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⑴ １株当たり純資産額 3,475円25銭
⑵ １株当たり当期純利益 26円92銭

②残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末時点における未充足の履行義務に配分した取引価格は、36,647百万円で
あります。これらは、２年以内に収益認識することを予定しております。

9. １株当たり情報に関する注記

　１株当たり当期純利益の算定において、信託財産として株式会社日本カストディ銀行
（信託口）が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数
は当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

10. その他の注記
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

⑴役員株式交付信託
　当社は、2020年６月25日開催の第23回定時株主総会に基づき、2020年９月２日より、当社
取締役に対する株式報酬制度を導入しております。

①取引の概要
　当社が定める「役員向け株式交付規程」に基づき、当社の取締役に対してポイントを付与
し、退任時に当該付与ポイントに相当する当社株式を交付する仕組みであります。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連
結会計年度末266百万円、68千株であります。

⑵従業員株式交付信託
　当社は、2020年８月17日開催の取締役会決議に基づき、2020年９月２日より、従業員に対
して自社の株式を給付するインセンティブプラン（以下「本プラン」という。）を導入してお
ります。

①取引の概要
　本プランの導入に際し制定した「従業員向け株式交付規程」に基づき、一定の要件を満た
した当社の従業員に対し当社株式を交付する仕組みであります。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連
結会計年度末245百万円、63千株であります。
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計資本準備
金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計別途積立

金
繰 越 利
益 剰 余
金

当 期 首 残 高 2,847 2,503 2,503 1,300 28,162 29,462 △1,916 32,898

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,176 △1,176 △1,176

当 期 純 利 益 985 985 985

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 1 1
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

－

事業年度中の変動額合計 － － － － △191 △191 0 △190

当 期 末 残 高 2,847 2,503 2,503 1,300 27,971 29,271 △1,915 32,708

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券評

価 差 額 金
評価･換算差額等合
計

当 期 首 残 高 82 82 32,980

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,176

当 期 純 利 益 985

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 1
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

52 52 52

事業年度中の変動額合計 52 52 △137

当 期 末 残 高 134 134 32,842

株主資本等変動計算書

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式、関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品……………………個別法に基づく原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品………………原材料は月別総平均法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、
貯蔵品は最終仕入原価法

③ デリバティブ……………………時価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産

建物、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物 …定額法
機械装置、船舶、車両運搬具、工具器具備品………………………定率法
なお、耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　３～18年
構築物　　　　　７～45年
機械装置　　　　５～８年
船舶　　　　　　４年
工具器具備品　　２～18年

⑶ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………………………売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。
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② 賞与引当金…………………………当社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てる
ため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額
を計上しております。

③ 製品保証引当金……………………製品販売後のアフターサービス費用の支出（当社の瑕
疵に基づく無償サービス費を含む）に備えるため、ア
フターサービス費用の支出実績を勘案した支出見込額
を計上しております。

④ 受注損失引当金……………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度
末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失金額
を合理的に見積もることが可能なものについて、翌事
業年度以降に発生が見込まれる損失額を計上していま
す。

⑤ 退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき、計上しておりま
す。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす
る方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥ 株式給付引当金……………………株式給付規程に基づく役員及び従業員への当社株式の
給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債
務の見込額に基づき計上しております。

⑸ 収益及び費用の計上基準
　当社は、「収益認識に関する会計基準」（改正企業会計基準第29号　2020年３月31日。以
下「収益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基
準適用指針第30号　2021年３月26日。以下「収益認識適用指針」という。）を適用してお
り、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額を収益として認識することとしております。
　当社は、主として、ＦＰＤ・半導体製造装置、検査装置等の製品の販売を行っております
が、顧客への引渡の際に据付を要しない製品の国内取引については出荷時から当該製品の支配
が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため出荷時に収益を認識し、海外取引につ
いては船積完了時に収益を認識しています。また、顧客への引渡の際に据付を要する製品につ
いては据付完了時に収益を認識しております。また、当社グループの製品に対する有償修理・
保守・移設等の役務提供を行っておりますが、役務提供については、履行義務が一時点で充足
される場合には役務提供完了時点において、一定期間にわたり充足される場合には役務提供期
間にわたり定額、又は進捗度に応じて収益を認識しております。
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⑹ 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動

リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしてい
る場合には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象…………ヘッジ手段
為替予約
ヘッジ対象
外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針…………………………当社の内規である「デリバティブ管理規程」に基づ
き､為替変動リスクをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法…………ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の
累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー
変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効
性を評価しております。ただし、ヘッジ手段とヘッジ
対象の外貨建金銭債務又は外貨建予定取引に関する重
要な条件が同一である場合には、ヘッジ有効性の評価
を省略しております。

2．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17
日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会
計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定め
る新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類に与える
影響はありません。

3．会計上の見積りに関する注記
⑴ 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産　　　　　　460百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項
イ．算出方法
　繰延税金資産は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積り
による回収可能性を判断し、将来税負担を軽減することができる範囲内で計上をしており
ます。
ロ．主要な仮定
　繰延税金資産の回収可能性に用いられる将来の課税所得の見積りは、予算計画を基礎と
しており、売上高をその主要な仮定としております。
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当事業年度末
関係会社株式 9,157百万円（－）
関係会社株式評価損    980百万円（980百万円）
関係会社長期貸付金 5,164百万円（4,919百万円）

ハ．翌事業年度の計算書類に与える影響
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、主要な仮定であ
る売上高の前提について、経済環境の変化等の影響を受けた場合、翌事業年度の計算書類
において繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与える可能性があります。

(2) 関係会社投融資の評価
①当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度末（うち、株式会社ブイ・イー・ティーに関する金額）

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、関係会社株式について取得原価をもって貸借対照表価額とし、実質価額が著し
く低下した場合には相当の減損処理を行いますが、回復する見込があると認められる場合
には減損処理を行わないこととしております。また、 関係会社長期貸付金について、個別
に財政状態及び経営成績等の状況を勘案し、必要に応じ貸倒引当金を計上することとして
おります。
　当事業年度末における関係会社株式の評価及び関係会社長期貸付金の評価は、関係会社
の事業計画を基礎としております。当社の連結子会社である株式会社ブイ・イー・ティー
に対する関係会社株式の評価及び関係会社貸付金の評価の基礎とした事業計画における重
要な仮定は、ターゲットとする市場の需要動向及び製品開発の状況に基づく販売予測とな
ります。
　株式会社ブイ・イー・ティーに対する関係会社株式の評価に関しては、見積り期間内に
おいて実質価額が回復しない見込みであるため、関係会社株式は全額評価減しております
が、ターゲットとする市場の需要動向等を踏まえた事業計画を総合的に判断した結果、関
係会社長期貸付金は全額回収可能であるため、貸倒引当金を計上しておりません。なお、
この見積りに用いた重要な仮定に重要な見直しが必要になった場合、翌事業年度以降にお
いて、貸倒引当金を計上する可能性があります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 1,560百万円

① 短期金銭債権 2,459百万円
② 長期金銭債権 5,164百万円
③ 短期金銭債務 475百万円

売上高 4,056百万円
仕入高 2,278百万円
販売手数料等 2,460百万円

受取利息及び配当金 1,548百万円

普通株式 387,954株

4．貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

5. 損益計算書に関する注記
⑴   関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業取引以外の取引による取引高

⑵　国庫補助金　　297百万円

　国庫補助金は、研究開発施設の建設に係る立地促進事業補助金であります。

⑶　関係会社株式評価損　　980百万円

　関係会社株式評価損は、当社子会社である株式会社ブイ・イー・ティーに対する株式評価損

であります。

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び数

自己株式の普通株式数には、信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が
保有する131,723株が含まれております。
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（繰延税金資産） （百万円）
賞与引当金 63
製品保証引当金 307
受注損失引当金 29
退職給付引当金 77
株式給付引当金 68
貸倒引当金 187
未払金等否認額 15
棚卸資産評価損否認額 1,357
関係会社株式評価損 309
その他 8

繰延税金資産小計 2,426
評価性引当額 Δ1,906

繰延税金資産合計 519
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 59
繰延税金負債合計 59
繰延税金資産の純額 460

１年内 3百万円
１年超 23百万円

種類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目
期末残
高 ( 百
万 円 )

子会社
株 式 会 社 ブ イ ・ イ
ー ・
テ ィ ー

直接
100.0

次世代蒸着マスクの
製造及び次世代蒸着
技 術 の 開 発
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付 56,436 関 係 会 社
長 期 貸 付 金 4,919

資 金 の 回 収 55,969 － －

7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

8. リースにより使用する固定資産に関する注記
オペレーティング・リース取引

未経過リース料

9. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等

(注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

10. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表 8.収益
認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。
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⑴ １株当たり純資産額 3,396円47銭
⑵ １株当たり当期純利益 101円87銭

11. １株当たり情報に関する注記

　１株当たり当期純利益の算定において、信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信
託口）が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数は当該
株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

12. その他の注記
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

⑴役員株式交付信託
　当社は、2020年６月25日開催の第23回定時株主総会に基づき、2020年９月２日より、当社
取締役に対する株式報酬制度を導入しております。

①取引の概要
　当社が定める「役員向け株式交付規程」に基づき、当社の取締役に対してポイントを付与
し、退任時に当該付与ポイントに相当する当社株式を交付する仕組みであります。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事
業年度末266百万円、68千株であります。

⑵従業員株式交付信託
　当社は、2020年８月17日開催の取締役会決議に基づき、2020年９月２日より、従業員に対
して自社の株式を給付するインセンティブプラン（以下「本プラン」という。）を導入してお
ります。

①取引の概要
　本プランの導入に際し制定した「従業員向け株式交付規程」に基づき、一定の要件を満た
した当社の従業員に対し当社株式を交付する仕組みであります。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事
業年度末245百万円、63千株であります。


